
附 属 明 細 書
１ 固定資産の取得及び処分並びに減価償却費（独立行政法人会計基準「第87 特定の償却資産の減価に係る会計処理」及び「第91 資産除去債務に係る特定の除去費用等の会計処理」による損益外減価
償却相当額も含む。）

（単位：円）

資 産 の 種 類 期 首 残 高 当期増加額 当期減少額 期 末 残 高
減価償却累計額 減損損失累計額

差引当期末残高 摘 要
当期償却額 当期損失額

有 形 固 定 資 産
（償却費損益内）

建 物 1¶920¶199¶174 782¶284¶229 5¶641¶781 2¶696¶841¶622 222¶056¶451 147¶141¶327 0 0 2¶474¶785¶171

構 築 物 51¶971¶883 15¶786¶653 0 67¶758¶536 7¶073¶978 4¶328¶508 0 0 60¶684¶558

車 両 運 搬 具 479¶056¶647 151¶529¶743 0 630¶586¶390 162¶461¶094 113¶366¶219 0 0 468¶125¶296

工 具 器 具 備 品 1¶186¶598¶726 574¶864¶613 0 1¶761¶463¶339 425¶215¶239 262¶599¶555 0 0 1¶336¶248¶100

リ ー ス 資 産 594¶188¶229 11¶405¶710¶872 0 11¶999¶899¶101 1¶237¶238¶288 884¶537¶161 0 0 10¶762¶660¶813

計 4¶232¶014¶659 12¶930¶176¶110 5¶641¶781 17¶156¶548¶988 2¶054¶045¶050 1¶411¶972¶770 0 0 15¶102¶503¶938

有 形 固 定 資 産
（償却費損益外）

建 物 37¶094¶578¶300 1¶142¶651¶101 106¶325¶802 38¶130¶903¶599 4¶012¶794¶094 1¶272¶134¶777 0 0 34¶118¶109¶505

構 築 物 393¶408¶605 0 7¶394¶880 386¶013¶725 165¶237¶802 35¶614¶880 0 0 220¶775¶923

車 両 運 搬 具 162¶689¶229 0 4¶320¶372 158¶368¶857 138¶451¶662 36¶689¶964 0 0 19¶917¶195

工 具 器 具 備 品 490¶564¶715 0 7¶840¶668 482¶724¶047 387¶613¶494 104¶480¶661 0 0 95¶110¶553

計 38¶141¶240¶849 1¶142¶651¶101 125¶881¶722 39¶158¶010¶228 4¶704¶097¶052 1¶448¶920¶282 0 0 34¶453¶913¶176

非 償 却 資 産

土 地 65¶820¶250¶000 0 0 65¶820¶250¶000 0 0 0 0 65¶820¶250¶000

建 設 仮 勘 定 11¶634¶269 89¶981¶010 11¶634¶269 89¶981¶010 0 0 0 0 89¶981¶010

計 65¶831¶884¶269 89¶981¶010 11¶634¶269 65¶910¶231¶010 0 0 0 0 65¶910¶231¶010

建 物 39¶014¶777¶474 1¶924¶935¶330 111¶967¶583 40¶827¶745¶221 4¶234¶850¶545 1¶419¶276¶104 0 0 36¶592¶894¶676 注１

構 築 物 445¶380¶488 15¶786¶653 7¶394¶880 453¶772¶261 172¶311¶780 39¶943¶388 0 0 281¶460¶481

車 両 運 搬 具 641¶745¶876 151¶529¶743 4¶320¶372 788¶955¶247 300¶912¶756 150¶056¶183 0 0 488¶042¶491
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日本年金機構法第44条第２項によって、国庫財源による交付金を機構運営費交付金として表示し
ております。
事業運営費交付金
日本年金機構法第44条第２項によって、保険料財源による交付金を事業運営費交付金として表示
しております。
国庫納付準備金
日本年金機構の財務及び会計に関する省令第５条の定めにより、日本年金機構は、前事業年度か
ら繰り越した損失を埋め、なお残余があるときは、その残余の額は、国庫納付準備金として整理し
なければならないとされております。
また、毎事業年度、上記省令による整理を行った後、厚生労働大臣の承認を受けた金額を超える
額の国庫納付準備金がある場合には、その超える部分の額に相当する金額を国庫に納付しなければ
ならないとされております。

［期末日満期手形等の処理］
当事業年度末日が金融機関の休日であるため、当事業年度末日満期手形については手形交換日に
入金の処理をする方法によっております。
また、納付受託した事業年度末日振出の小切手については、前事業年度において現金及び預金に
含めておりましたが、当事業年度より手形と同様、交換日に入金の処理をする方法によっておりま
す。
このため、期末の保管納付受託証券に含まれる事業年度末日満期手形等は、以下のとおりです。
保管納付受託証券 4¶184¶500¶472円（内小切手2¶951¶323¶323円）

［追加情報］
当事業年度において、リース物件１件当たりの金額が固定資産の資産計上基準額未満であるもの
の、総件数における未経過リース料の総額が重要なファイナンス・リース契約が生じたことに伴い、
このような契約については、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理によっており、貸借対照
表にリース資産及びリース債務を計上することとしております。
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